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通期連結業績予想の修正および配当予想の修正に関するお知らせ 

 

当社は、最近の業績動向も踏まえ、2023年 10月 13日付で公表いたしました 2024年 2月期通期

の連結業績予想および配当予想を、下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．通期連結業績予想の修正について 

（１）2024年 2月期（2023年 3月 1日～2024年 2月 29日）通期連結業績予想の修正 

 

連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

63,000 

百万円 

7,260 

百万円 

7,260 

百万円 

4,570 

円  銭 

95.56 

今回修正予想（Ｂ） 57,000 6,505 6,505 4,570 95.65 

増減額（Ｂ－Ａ） △6,000 △755 △755 ―  

増減率（％） △9.5% △10.4% △10.4% ―  

（参考）前期実績 

（2023 年 2 月期） 
55,225 6,276 6,623 3,172 66.54 

 

（２）通期連結業績予想修正の理由 

売上高の主な修正理由は、2023年 7月 24日付「連結子会社の異動（株式譲渡）および特別利 

益の上に関するお知らせ」および 2023年 10月２日付「（開示事項の経過）連結子会社の異動（株

式譲渡）完了に関するお知らせ」並びに 2023年 11月７日付に公表いたしました「連結子会社の

異動（株式譲渡）に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、株式会社シグナルおよび株式会

社 Direct Techが連結対象から外れたことにより、第３四半期以降の業績が見込まれなくなった

ことによるものです。 

営業利益および経常利益の主な修正理由は、2023年 10月 13日付「債権の取立不能又は遅延の

おそれに関するお知らせ」にて公表しましたとおり、第２四半期会計期間においてデジタルマー



 

 

ケティング領域の特定の顧客に対する貸倒引当金 755百万円を計上しており、期中での売掛債権

の回収を図るべく、当社にデジタル広告事業を譲渡した株式会社ターミナルと互いの着地点を目

指して数ヶ月間協議しておりましたが、話し合いを重ねていったところ認識の相違が生じ、合意

に至らなかった結果、期中に見込んでいた売掛債権の回収ができなくなり、第２四半期に計上し

ました貸倒引当金 755百万円はそのまま今期のマイナス要因となるため、影響額を反映したこと

によるものです。 

親会社株主に帰属する当期純利益については、2023 年 7 月 24 日付「連結子会社の異動（株式

譲渡）および特別利益の計上に関するお知らせ」および 2023年 10月 2日付「（開示事項の経過）

連結子会社の異動（株式譲渡）完了に関するお知らせ」並びに 2023年 11月７日付に公表いたし

ました「連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、2024年 2

月期第 3四半期会計期間において特別利益を計上しているため、据え置きとしております。 

 

２．配当予想の修正について 

（１）2024年 2月期（2023年 3月 1日～2023年 2月 29日）配当予想の修正 

 １株当たり配当金 

第 2四半期末 期末 年間 

前回予想 円 銭 円 銭 円 銭 

（2023年 10月 13日発表）  28.00 28.00 

今回修正予想  29.00 29.00 

当期実績 0.00   

前期実績（2023年 2月期） 0.00 19.00 19.00 

 

 （２）修正の理由 

    当社は、株主の皆様への利益配分を重要な経営課題のひとつとして認識し、「連結配当性

向 30%」を目安に、キャッシュフロー、財務状況等を勘案し配当を実施することを基本方針

としております。 

本日付「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」にて公表しましたとおり、

当社が割安と考える水準で推移している株価動向と当社の財務状況を総合的に勘案し、株主

還元の充実を図るとともに、将来の機動的な資本政策に備え、自己株式の取得を決議してお

ります。自己株式の取得方法につきましては、自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市

場買付としており、決算期末日までに 638,200株以上買い進む想定を踏まえ、配当金支払総

額となる親会社株主に帰属する当期純利益 4,570百万円の 30％を決算期末日の自己株式を除

く発行済株式数で割り返すと、１株あたり配当金は 29円を超えることとなります。 

当社の方針および今回の自己株式取得に係る事項の決定を踏まえ、当期末の配当金につき 

ましては、前回予想から１円増額し１株当たり 29円に修正いたします。 

 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は

今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

 

以 上 


